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要 旨 
保育所における事故、慢性疾患をもつ子どもの入所、児童虐待及び災害対応等、子どもの健康及び安全の確保は重要な
責務である。保育所における保育士及び看護師等にとっては子どもの健康や安全を守る身近な存在として正しい知識を持
つことと、病気やけがの発生への対応力として援助技術を習得することは重要かつ必要なことと考える。保育所に勤務す
る保育士及び看護師等が保育士養成課程の授業科目である「子どもの保健Ⅰ・Ⅱ」での学びにおいて、どのような内容に
ついて知識を深めたいと考えているかを明らかにするために質問紙調査を実施した。 
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Ⅰ．はじめに 
近年、家庭環境や子育てをめぐる地域は変化し、
核家族化や地域のつながりの希薄化が進行している。
そのため、子育て支援や協力者の不足、子育ての負
担や不安、孤立等の傾向、児童虐待は増加の一途を
たどり（平成 29 年度 児童虐待相談対応件数は速報
値で133,778件）１）、社会問題の一つである。 
一方、平成 29 年教育・保育施設等における事故
報告集計によれば２）、教育・保育施設等で発生した
死亡事故や治療に要する期間が 30 日以上の負傷や
疾病を伴う重篤な事故等、事故報告件数は 1,242 件
であり、保育所での事故予防対策は必要不可欠であ
る。 
また、アレルギー疾患患児の増加や感染症予防及
び感染拡大予防への対策等、医療、保健的配慮は教
育・保育施設にとって日常的に重要な責務と言える。 
さらに、昨今の地震や台風等の自然災害における子
どもたちの生命への脅威やその後の生活、心身及び
成長発達への影響など、子どもの健康や安全を守る
ことの意義は一層高まっている。 
保育所保育指針は平成30年4月より、「第3章 健
康及び安全」において、子どもの健康及び安全の確
保は、子どもの生命の保持と健やかな生活の基本で
あり、一人一人の子どもの健康の保持及び増進並び
に安全の確保と共に保育所全体における健康及び安
全の確保に努めることが重要と述べている３)。保育
士養成課程における現行の教育課程の「子どもの保
健Ⅰ・Ⅱ」は、平成31年 4月から新教育課程として
「子どもの保健」2単位、「子どもの健康及び安全」
1 単位に変更となる。なお、保育士養成校における
教育課程において「子どもの保健」の授業担当者は
ほとんどが医師や看護職であるために保育の場で必
要とされる授業内容について把握する必要がある。 
保育所における保育士及び看護師等にとっては子
どもの健康や安全を守る身近な存在として正しい知
識を持つことと、病気やけがの発生への対応力とし
て援助技術を身に着けることは重要かつ必要なこと
と言える。先行研究では保育士養成校の学生を研究
対象とした調査によるものであった４）。そこで、保
育所に勤務する現任の保育士及び看護師等が保育保
健の教育内容、すなわち保育士養成課程の授業科目
である「子どもの保健Ⅰ・Ⅱ」での学びにおいて、
どのような内容について知識を深めたいと考えてい
るかを明らかにするため、質問紙調査を実施した。 
 
Ⅱ．研究目的 
保育士養成課程の専門科目である「子どもの保健」
の授業内容は保育現場のニーズに見合ったものであ
ることが求められる。本研究は、現任の保育士及び
保育所に勤務する看護師等に対して、保育現場が必
要と考える保育保健の教育内容について調査するこ
とを目的とする。 
＊岡崎女子大学   ＊＊岡崎女子短期大学  
 Ⅲ．研究方法 
１．調査対象 
Ａ市内の保育所等に勤務する保育士及び看護師等 
２．調査期間 
平成30年 5月～6月 
３．研究方法 
質問紙調査 
４．データ収集方法 
Ａ市内の保育所等を管轄する市役所担当課に研究
目的・意義、研究方法など文書及び口頭で説明し、
研究の依頼をした。本研究の目的や方法、倫理的配
慮、個人情報の保護、研究成果の公表等について文
書により説明し、自由意思によって研究参加に同意
を得られた者を研究対象者とした。研究対象者の自
由意思を保つために、研究に協力しないことによっ
て、不利益な対応を受けることはないことを伝えた。 
データはインターネットフォームにより作成した
質問紙に回答を記述するようにした。 
５．調査内容 
調査内容については資料にて示す（巻末資料）。調査
項目は、厚生労働省による「保育士養成課程の目標及び
教授内容」「先行研究から得られた項目」「該当科目の教
科書」を元に作成し、①かなり必要、②必要、③あまり
必要ない、④全く必要ない、の４件法で回答し、質問項
目以外については自由記述することとした。調査項目は
具体的な指導内容を用いることによりイメージしやす
く、回答しやすいことを重視した。 
６．データの分析方法 
得られた回答は単純集計し、受診判断と対応、虐待予
防支援、専門機関との連携については対象者の年齢によ
る差異との関連を推測するために、χ２検定により比較
分析した。データ分析はSPSS ver.24 を使用した。 
 
Ⅳ．倫理的配慮 
本研究は岡崎女子大学・岡崎女子短期大学研究倫
理委員会の承認を受けた。なお、調査の趣旨、回答
への自由意思の尊重、回答及び結果の厳重管理、調
査以外には使用しないこと、研究参加者の個人が特
定されないように徹底することなど文書及び口頭で
説明し、回答の実施をもって研究参加の同意を得た
ものとした。 
 
Ⅴ．結果 
回答は293名から得られた。属性は下記に示す。 
結果は図 1～14 で示す。なお、看護師の常駐につい
ては本研究では私立保育所、公立保育所等、勤務体
制や雇用形態による区別はしていない。 
１．研究参加者の属性 
(1) 性別        (2) 年齢 
                
(3) 職種         (4) 保育所での経験年数  
  
(5) 最終学歴        (6) 保育所の定員 
 
 (7) 乳児保育及び延長保育の有無 
 (8) 保育所における看護職の常駐 
２．質問項目ごとの回答結果（ｎ=293） 
(1) 身体計測（図 1） 
身体計測では体重、身長とも「かなり必要」「必要」
と合わせて 100％が認識されているが、計測評価に
ついては「あまり必要ない」や「全く必要ない」と
合わせて18.1％の回答があった。 
図 1 身体計測 
 
(2)健康観察（図 2） 
視力検査は「あまり必要ない」「全く必要ない」で
26.6％であった。聴力検査も同様に24.3％が「あま
り必要ない」と「全く必要ない」であった。 
図 2健康観察 
 
(3)養護技術（図 3） 
布おむつについては「あまり必要ない」と「全く必
要ない」と合わせて44.4％であった。歯磨きは「全
く必要ない」と「あまり必要ない」が、35.8％であっ
た。 保育園で歯磨きしていない園が存在すると推測
される。調乳は「あまり必要ない」が 8.2％、冷凍
母乳は「あまり必要ない」と「全く必要ない」が34.2％
であった。 
図 3養護技術 
 
(4)症状への対応（図 4） 
 症状への対応については発熱、嘔吐、下痢、発疹、
咳、頭痛については「かなり必要」「必要」がほぼ
100％を占めていた。薬の飲ませ方は「あまり必要な
い」が 6.5％、塗り薬は「あまり必要ない」と「全
く必要ない」は8.5％であった。 
図 4 症状への対応 
 (5)応急手当（図 5） 
応急手当としては、人工呼吸は「あまり必要ない」
が2.0％、心臓マッサージは0.7％であり、いずれも
必要との認識を持っていない場合があった。温罨法
は「あまり必要ない」が21.2％、冷罨法が19.5％で
あった。受傷時の保護者への対応及び受診の要・不
要の見極めについては約80％が「かなり必要」と回
答し、「必要」は約20％であり、合わせてほぼ100％
が必要と捉えていた。 
図 5 応急手当 
 
(6)病気・個別の配慮を必要とする子どもへの対応 
（図6） 
発達障害、自閉症と多動障害、知的障害ではほぼ
100％が「かなり必要」「必要」と回答していた。食
物アレルギーは「かなり必要」と「必要」を合わせ
て100％であった。 
図 6病気・個別の配慮を必要とする子どもへの対応 
 
(7)衛生管理・安全管理（図 7） 
ほとんどの項目が「かなり必要」「必要」と合わ
せて95％以上であり、中でも感染源で汚染された
ものの消毒に関しては「かなり必要」が約90％で
あった。環境整備・消毒、防犯訓練は「かなり必
要」「必要」と合わせて100％であった。 
 
図 7衛生管理・安全管理 
 
 
 (8)保育所保健計画（図 8） 
   保健計画については「必要ない」と「あまり必
要ない」と合わせて 8.1％であり、必要性はある
と認識していた。保健活動の評価は「あまり必要
ない」「必要ない」で10.3％であった。 
図 8保育所保健計画 
 
(9)家庭・関係機関との連携（図 9） 
   家庭・関係機関は、公費負担医療が「あまり必
要ない」が 12.6％、母子保健サービスでは 8.9％
であった。 
      図 9家庭・関係機関との連携 
 
(10)児童虐待への取り組み（図 10） 
  児童虐待が発生しやすい要因及び予防のための支
援は、「あまり必要ない」が1.4％であった。子ども
への対応、通告及び関係機関との連携は「かなり必
要」が約70％を超えており、発生しやすい要因及び
予防のための支援と比較すると「かなり必要」との
回答はわずかに高かった。 
図 10児童虐待への取り組み 
３．受診判断と保育士及び看護師等の年齢による差
異（図 11） 
受診の必要性の見極めは 20 歳以上 25 歳未満の年
齢層で「かなり必要」の割合が 79.0％と最も高く、
25歳以上30歳未満、40歳以上45歳未満ではほぼ同
じ割合であった。なお、ほとんどの年齢層が「かな
り必要」「必要」と回答していたが、30歳以上35歳
未満、40 歳以上 50 歳未満では「あまり必要ない」
の回答が約5％であった。 
図 11受診判断と保育士および看護師等の年齢による差異 
４．受診後保護者対応と保育士及び看護師等の年齢
による差異（図12） 
受診後保護者対応では、20 歳以上 25 歳未満の年
齢層で「かなり必要」の割合が 87.0％と最も高く、
続いて40歳以上45歳未満と55歳以上60歳未満の
年齢層が高く 80.0％を超えていた。「あまり必要な
い」と「全く必要ない」は全年齢層で回答はされて
いなかった。 
図 12受診後保護者対応と保育士看護師等の年齢による差異 
５．虐待予防支援と保育士及び看護師等の年齢によ
る差異（図 13） 
虐待予防支援については、25 歳以上 30 歳未満の
年齢層で「かなり必要」の割合が80.0％と最も高く、
続いて20歳以上25歳未満が77.0％未満と高い割合
であった。50歳前後の年齢層では「かなり必要」と
「必要」がおよそ半数であった。なお、30歳以上40
歳未満、45歳以上50歳未満では「あまり必要ない」
と約5～10％で回答していた。 
 
 
 
 図 13虐待予防支援と保育士及び看護師等の年齢による差異 
６．専門機関との連携と保育士及び看護師等の年齢
による差異（図 14） 
専門機関との連携では、20 歳以上 25 歳未満の年
齢層で「かなり必要」の割合が 77.0％と最も高く、
続いて 25 歳以上 30 歳未満が 70.0％と高い割合で
あった。年齢層が高くなるにつれて「かなり必要」
の割合は低い傾向であった。また、40 歳以上 45 歳
未満、50 歳以上 55 歳未満で「あまり必要ない」と
の回答が約5％未満であった。 
図 14専門機関との連携と保育士及び看護師等の年齢 
７．自由記述 
自由記述で得られた内容は以下の通りである。 
(1)身体計測その他 
・よく転ぶ子の足の向き(内外反足) 
・身体的特徴の変化、体の傷、皮膚の状態 
(2)健康観察その他 
・便や尿の状態・降園時の観察・前日の家庭の様子 
・言葉の滑舌・咳、鼻づまり・普段の様子との変化 
(3)養護技術その他 
・脱臼を防ぐ手のつなぎ方・メンタル面の援助・睡
眠導入・コミュニケーション能力 
(4)症状への対応その他 
・アレルギー反応 
・保育士は看護師ではないのでやれないことがある 
・職員の共通理解・病状の理解度・子どもの情報を
普段から共有する・誤飲誤食時の対応
(5)応急手当その他 
・散歩中の交通事故・AEDの使用方法・緊急時の体 
 位 
(6)主治医との連携その他 
・アデノウイルス・学校感染症 
(7)関係機関との連携その他 
・連休明けの子どもの姿・地域との連携・日頃の様
子の把握や記録 
(8)ご意見・感想 
・血液の取り扱いについても学生さんにご教授くだ
さい 
・保育士に求められることが年々多く、厳しいもの
になってきていることに息切れを感じる 
・ただ今、看護師を募集している 
 
Ⅵ．考察 
１．子どもの保健の授業内容に対する必要性の認識 
身体計測の回答では胸囲、頭囲、大泉門の計測に 
ついては半数以上が「必要ない」と回答しており、
あまり重視されていないことがわかった。 測定評価
方法では約20％が「必要ない」との回答であったが、
子どもの発育状態を知り、低身長や疾患の早期発見
をするための指標としては重要な項目と言える。必
要性の根拠を明確にした指導が必要と考える。 
健康観察については脈拍測定、呼吸測定は半数以 
上が「必要ない」との回答であった。呼吸測定につ
いては乳幼児突然死症候群への考慮として、睡眠中
の観察や感染症、喘息等の呼吸状態の悪化、食物ア
レルギーによるアナフィラキシーの出現等、呼吸状
態を必要時適切に観察することは重要であり、教育
方法を検討する必要があると考える。視力検査は幼
児期の視力発達の感受性のある時期に視力低下や弱
視・斜視等、早期に異常発見が求められるが、その
認識が浅い傾向にあることがわかる。聴力検査も同
様であり、保育の中で気が付く場面もあるため教育
内容としては必要と考える。 
養護技術では布おむつの交換は約半数が「必要な
い」と捉えていた。これは布おむつの使用度が低く
なっている傾向と言える。冷凍母乳の取り扱いにつ
いては約30％が「必要ない」と回答しており、保育
所での使用度合いによるものと考える。歯磨きに関
しては約30％が「必要ない」と回答しているが、う
歯を持つ者の年次推移を見る５）と、1歳から14歳で
う歯を持つ子どもは年次減少しており、幼少期から
 の歯磨き習慣の効果であると考える。そのため、保
育所での養護技術として歯磨きの必要性や月年齢に
よる適切な歯磨き方法と指導技術は重要な知識であ
り、認識を高める必要がある。 
症状及びその対応では、嘔吐、下痢、発熱、けい
れん、熱中症が80％以上「とても必要」と回答され、
いずれも保育中に出現しやすい症状である。感染症
の症状や急性期症状として異常の早期発見、対応を
求められるものであり、症状の観察のみならず、症
状出現時の看護ケア方法について正しい知識を持つ
必要性を高く持っていると推測できる。現実的に保
育所では子どもの急な発病や症状悪化は日常的に起
こるため、これらは想定される状況により、イメー
ジしやすい教授が必要であると考える。また、保護
者への説明とエピペンの使用方法は約 100％が「必
要」と捉えていた。内服や塗り薬に比べて、緊急性
の高い薬剤の投与については重要と認識しているこ
とがわかる。保育所に看護師が不在であることが多
く６）、保育士の判断が求められる。特に若い年齢層
の保育士は経験が浅いことから、疾患に関する看護
ケアや保護者への指導は、正しい知識に基づいた対
応が必要不可欠なため、意識は高いと考える。 
応急手当について、頭部打撲、溺水、誤飲、異物
除去、心臓マッサージ、人工呼吸、全身状態の観察、
受傷時の保護者への対応では、ほぼ 100％「必要」
と回答している。これは子どもに起こりやすい事故
やケガによる緊急時対応として必要な知識、援助技
術であり、必要性を高く認識している。一方で、包
帯法、温罨法、冷罨法については「必要ない」との
回答が約20％で若干冷罨法の方が高く、上山他７）の
結果と同様であった。 
個別の配慮を必要とする子どもへの対応について
は、食物アレルギーは95％が「かなり必要」と回答
し、発達障害についてもほぼ 100％が「必要」と認
識していた。保育中に該当者への配慮をする機会が
多いことが考えられる。先天性疾患、低身長、糖尿
病、血液疾患、腫瘍等の疾患については約20％が「あ
まり必要ない」と回答していたが、近年の小児医療
の発展と在宅医療の推進により、これらの疾病を持
ちながら保育生活を送る子どもが増加している８）。
したがって、保護者への説明や急な症状の変化への
気づき、異常の早期発見、看護ケアを行うためには
疾患の特徴や保育上必要な知識を持つことは重要と
考える。 
衛生管理・安全管理については感染による汚染物
の消毒に対する必要性を最も高く持っており、環境
整備、消毒や隔離も割合は高かった。いずれも感染
予防や感染拡大への対策としての認識であり、日常
的に知識や技術が実践で活用できていると考える。
沼野は、保育現場では保健に関してさらに学びたい
こととして、発達障害、感染症、食物アレルギー、
虐待など数多くあると述べている９)。一方で、PTSD
は「あまり必要ない」と 10％未満で回答があった。
児童虐待、災害被害、事故など子どもの心に大きく
影響する出来事に遭遇した子どもに適切な対応がで
きるように知識を持つことは必要かつ重要と考える。 
保育所保健計画については、保健活動の評価が「あ
まり必要ない」、「必要ない」で10.3％であった。回
答したのは20歳から30歳の保育士が多いことから、
自らが保健計画の立案、評価を経験していることが
ほとんどないことがこの結果に結びついたと考えら
れる。保健計画を立案し実施することと、実施に対
する評価を行うことの意義を理解できるように指導
することが必要と考える。 
家庭・関係機関との連携については、公費負担医
療と母子保健サービスで「あまり必要ない」が約10％
であった。研究参加者の経験上、必要度合いに影響
していることも考えられる。しかし、乳幼児を持つ
家庭を対象としているため、知識を持つことは必要
であると考える。 
児童虐待への取り組みは、子どもへの対応、通告
及び関係機関との連携は「かなり必要」が約70％を
超えており、発生しやすい要因及び予防のための支
援と比較すると「かなり必要」との回答はわずかに
高かった。児童虐待相談対応件数の年次推移では右
肩上がりであり、保育所においては予防的支援、早
期発見し関係機関と連携をもつことは重要な職務と
言える。虐待が発生してからの対応ではなく、予防
的支援が重要であり、特に身体症状や表情、行動な
ど保健的視点で観察することなど専門知識を学習す
ることは必要不可欠と考える。 
以上、本調査結果から全般的に 8 割以上が「かな
り必要」「必要」との認識を持っており、保健に関す
る知識、技術の習得について意識は高い水準である
ことが明らかとなったが、本調査に参加する意思の
ある時点で、本調査の趣旨に対して前向きな姿勢や
意欲を持っていることが推測できる。保育所に勤務
する職員は誰でも子どもの生命を守ることの倫理的
意思を持てるような教育の在り方が必要であると考
える。 
 ２．現任保育士及び看護師等の年齢による差異 
本調査結果は、保育所等に勤務する保育士及び看
護師、子育て支援員、保育教諭から回答を得た。 
年齢の幅が広く、特に 20 歳から 25 歳の年齢層が
最も多く、25 歳から 45 歳までの年齢層では、ほぼ
同じ人数であった。保育所での経験年数は 5 年未満
が最も多く、回答者の約 4 割を占め、そのうち保育
士が 282 名であった。平均的に保育士の経験年数が
低いことが推測でき、保育士養成課程における教育
内容と保育経験による影響が考えられる。そこで、
受診判断、受診後保護者対応、虐待予防支援、専門
機関との連携については年齢による比較をした。 
受診判断、受診後保護者対応では、20歳～30歳の
年齢層で「かなり必要」と回答した割合が最も高かっ
た。これは、受診判断が重要であることの認識を十
分持っていること、保育士としての経験年数が浅い
ことにより判断が困難なために、正しい知識を持つ
ことの重要性を高く認識していることがうかがえる。 
虐待予防の支援と保育士及び看護師等の年齢の特
徴は、20 歳から 30 歳未満の層で「かなり必要」の
結果の割合が最も高く約 80％であった。45 歳から
60 歳の年齢層では「かなり必要」は約半数であり、
どの年齢層も「必要ない」の回答は皆無であった。
20 歳から 30 歳未満の層で「かなり必要」の結果割
合が最も高かったのは、近年の児童虐待の増加に伴
い、授業内容で予防的支援の必要性について教授さ
れていることが推測され、時代の背景と教育内容の
反映であると考えられる。いずれにしても、児童虐
待は年次増加しており、予防的な支援が重要なこと
と、早期発見、福祉事務所や児童相談所への通告、
対応が望まれることから、全年齢層でその認識をさ
らに高く持てるよう、基礎教育のみならず継続教育
も必要ではないかと考える。 
専門機関との連携と保育士及び看護師等の年齢の
特徴は、20 歳から 30 歳未満の層で「かなり必要」
の結果の割合が最も高く約75％であった。50歳から
60歳では「かなり必要」は約半数であり、40歳から
45 歳、50 歳から 55 歳では「あまり必要ない」が約
5％であった。2009 年の保育所保育指針の改定によ
り専門機関との連携が示されたことと、低年齢層で
はそれを網羅した教育を受けてきたことがうかがえ
る。保育所保育指針にある「子どもの最善の利益を
考慮し、子どもの福祉を重視すること」を実現する
ために、市町村保健センターや保健所、子育て支援
センター、児童相談所、医療機関や児童家庭支援セ
ンター、発達障害者支援センター等の専門機関との
連携は重要と考える。実際に専門機関との連携は、
園長や主任のように、保育所では責任のある役職や
経験豊かな保育士が主体となって対応する機会が多
いと推察される。したがって全年齢層で必要性の認
識を高め、一層継続教育を重視する必要があるので
はないかと考える。 
 
３．学びの要望 
質問項目以外に学びたいこととして、上記のよう
な記述が得られた。身体計測では「よく転ぶ子の足
の向き(内外反足)」や、健康観察では「前日の家庭
の様子」、養護技術では「脱臼を防ぐ手のつなぎ方」、
応急手当では「散歩中の交通事故」のように、保育
場面で実際に必要となる知識が必要とされているこ
とがわかった。そのため、学生への指導方法として
は、保育場面を想定した事例を用いて、実践につな
がりやすい授業方法がふさわしいのではないかと考
える。感想、その他では「血液の取り扱い」を要望
していることから、Ｂ型肝炎の知識や感染症予防対
策としてのスタンダードプリコーションに対する意
識を高く持たれていることがわかった。集団生活に
おける感染症対策として非常に重要なことであり、
その認識度が広く高まるような意識づけが必要と考
える。また、症状への対応では「保育士は看護師で
はないのでやれないことがある」や「保育士に求め
られることが年々多く、厳しいものになってきてい
ることに息切れを感じる」や「ただ今、看護師を募
集している」との記述から、保育所では医療をはじ
め保健、福祉等、保育士の専門性以外の専門的な職
務遂行のニーズが増加していることがうかがえる。 
貞岡他の調査では、保育士養成校の学生は健康な
子どもの養護技術の必要性は高得点であったが、病
気と異常時の対応や、症状看護の必要性は半数以上
が必要なしと回答しており、本調査との差異が明ら
かとなった。その理由として、学生は学習途中であ
り、保育現場での実習経験値が低いことから、保育
所における保育保健に関する事象がイメージしづら
いことが考えられる。今後は一層、社会全体で子ど
もの健やかな育ちを支援できるような取り組みとし
て、保育士を中心とした保育保健活動が専門職と連
携をとり協働できるような教育内容が望まれるであ
ろう。
  本調査の結果を活かして、保育士養成課程のカリ
キュラムと科目の目標、授業内容を理解した上で、
学生のレディネスを加味して授業方法を検討し、保
育の場で活用できる意味深い授業展開ができるよう
努めていきたい。 
 
Ⅶ. 今後の課題 
本研究を通じて、保育所に勤務する保育士や看護
職等の保育保健に関する知識習得へのニーズが明ら
かになった。今後は、保育保健に関する現場の保育
士や看護師等のニーズ、「子どもの保健」「子どもの
健康及び安全」担当教員が保育士や看護師等に必要
と考える専門的な知識・技術と新保育士養成課程教
授内容における保育保健の知識・技術の取扱いとの
整合性等について検討する必要があると考える。 
 
執筆分担 
Ⅰ・Ⅱは遠藤が執筆し、矢藤、戸谷、鈴木が内容校
閲を行った。 
Ⅲ～Ⅴは遠藤、戸谷、鈴木が執筆、分析、内容校閲
を行った。 
Ⅵ・Ⅶは、遠藤が執筆し、矢藤、戸谷、鈴木が内容
校閲を行った。 
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